
２０１１年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様
自治労北海道本部　

執行委員長　　山　上　 　潔　
2011年度男女平等社会および

職場における男女平等の実現に関する統一要求書　
日頃より、地方自治の確立、住民生活の向上、男女平等参画社会の実現に向けた貴職の努力に対し、心から敬意を表します。

　私たち自治体労働者・自治体関係労働者は、地域・職場において男女平等を推進するとともに、「男女がともに担う自治労北海道計画」を策定し、女性の参加促進、男女平等意識の高揚に取り組んできました。

男女平等社会の実現は、日本国憲法における個人の尊重、法の下の平等に基づく要請であることから、「2011年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」を別紙のとおり提出しますので、使用者としての責任ある回答を　　月　　日までに文書で求めます。
2011年度男女平等社会および

職場における男女平等の実現に関する統一要求書（案）
１．男女平等社会実現にむけて
（１）地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参画計画を制定すること。策定にあたっては、下記事項を盛り込むこと。
ア　自治体の男女平等行動計画の策定および北京宣言、男女共同参画2000年プラン、男女共同参画社会基本法を踏まえた行動計画の見直しを行うこと。
イ　自治体に設置する公的審議会、各種行政委員会等への女性の登用を進め、当面の最低目標値を40％とし、50％をめざすこと。また、登用段階で女性の少ない職名指定等、結果として女性を排除することのないよう公正な運用を行うこと。
（２）「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

２．職場における男女平等の実現について

（１）『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法13条・改正均等法を遵守し、採用から退職に至るまでの実質的な男女平等の職場とすること。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職はなくすこと。

（２）「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善に向けた計画の策定を行うこと。

　（３）募集・採用の差別をせず、男女に平等・公正な就職機会を保障すること。
　（４）教育訓練における差別をなくし、研修・教育プランに男女平等のテーマを盛り込むこと。
（５）福利厚生における男女差別をなくすこと。
（６）配偶者の昇進や昇格に伴う退職勧奨など、定年・退職・解雇における差別をなくすこと。
　（７）実質的な間接差別につながる基準・慣行等を見直すこと。

（８）労働安全衛生委員会における男女平等参画をすすめ、女性や臨時・非常勤等職員の立場から安全で快適な職場づくりに取り組むこと。

３．格差是正について

（１）昇格、昇給、賃金制度の運用に関する格差をなくすこと。
（２）配置・昇進の男女異なる扱いを是正すること。
（３）扶養手当の被扶養者の認定および住居手当の支給にあたっては「世帯主」「主たる生計の維持者」を基準とせず申請した者に認めること。申請手続きについても男女同一の取り扱いとすること。
４．仕事と家庭責任の両立支援制度の充実、労働時間・休日・休暇等の処遇について

（１）仕事と家庭の両立支援策を進めること。
（２）労働者の生涯設計に対応する休暇制度等の新設・充実をはかること。

①　介護休暇４原則（有給・選択制・原職復帰・代替の確保）で制度化、最低６ヵ月に拡大すること。

②　育児休業の５原則（有給・選択制・原職復帰・代替の確保・男女共対象は制度化）で制度化すること。最低、対象となる子の年齢を３歳未満に引き上げること。
（３）育児・介護休業法の一部改正を踏まえ、民間・国と同様の所要の措置を講ずること。

　　　①　配偶者が育児休業をしている職員、あるいは配偶者が専業主婦（夫）の職員の場合にも育児休業を取得できるようにすること。

　　　②　産後休暇の期間内に男性職員が最初の育児休業をした場合に、再度の育児休業を取得できるようにすること。

　　　③　３歳未満の子がある職員が当該子を養育するために請求した場合、超過勤務をさせてはならないこととすること。

　　　④　小学校就学前の子を看護する場合の休暇を新設すること。すでに制度化されている場合は期間を拡充し、最低限、当該子が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年10日とすること。

　　　⑤　家族を介護するための短期の休暇を新設し、当該家族が１人の場合は年５日、２人以上の場合は10日とすること。

（４）臨時・非常勤等職員についても、民間･国と同様に育児･介護休業の適用拡大を図ること。

（５）育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

（６）育児短時間勤務制度について、後補充の仕組みを明確にすること。

（７）介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

（８）介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。
（９）男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。
（10）保育（育児）時間は最低120分とするとともに、男女とも取得できる制度とし、拡充すること。

（11）男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果すための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。
（12）育児休業及び介護休暇に係わる期間の給与上の取り扱いは、全期間勤務したものとみなし昇給、一時金、退職手当に関する不利益を解消すること。
５．女性労働者が働きつづけるための条件確保について

（１）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。

①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保護法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。

③　妊娠障害休暇（つわり休暇）を最低14日とし制度化すること。また、運用の自由を認めること。
④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものにすること。

⑥　労働基準法66条に基づく、妊産婦の請求による時間外労働時間・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって、代替要員の確保等の条件整備をはかること。

６．次世代育成支援対策推進法について
①　次世代育成支援対策推進法に基づき制定された「都道府県・市町村行動計画」および「特定事業主行動計画」の着実な実施をはかること。

②　「特定（一般）事業主行動計画」に含まれる賃金労働条件に関する事項についての労使協議を行い、改善を図ること。

７．セクシュアル・ハラスメント等の対策について

①　セクシュアル・ハラスメントを含むすべてのハラスメント防止について、労使一体となった取り組みを実施すること。

②　セクシュアル・ハラスメントをなくすための基本方針を明確にし、法律により義務付けられている、啓発活動や相談・苦情処理のための体制整備をはかること。

③　男女同数・労使同数で構成する苦情処理委員会を設置すること。







